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事 業 名 
事業費 

（前年度） 
説   明         （単位：千円）

    

広聴機能推進事業 

 

企画部 

〈秘書広報課〉 

 

565  

  （507） 

各地域の住民の代表者と市長が気軽に語り合い、市政への理解を深めていた

だくとともに、市民の声をまちづくりに反映させるために「まちづくり懇談会」

を開催します。 

また、市民参画のまちづくりを推進するため、市政に関するアンケートを行

う「市政モニター制度」を実施します。 

 

○新○政 

若者向け市政情報発

信事業 

 

企画部 

〈秘書広報課〉 

 

2,400 

 

20代から30代の若者層に対し、若者層の読者の多いフリーペーパーを通し

て市政情報を発信することにより、市政への関心を高めてもらいます。 

また、市政に対する提言などを求めていきます。 

 

 

     

広報紙等による広報

活動の推進 

 

企画部 

〈秘書広報課〉 

 

 

100,109  

(101,372) 

 

個性豊かな魅力あるまちづくりを進めていくため、広報紙・新聞・テレビ・

ラジオ・ケーブルテレビ等を効果的に活用して、市政についての情報を市民に

的確に提供します。 

なお、広報紙については、企業広告を掲載し、その広告料を財源に充てます。

 

○政 

高岡西部地区コミュ

ニティ施設整備事業 

 

市民部 

〈地域コミュニティ課〉

 

 

新市建設 

 

21,000  

 (43,000) 

 
高岡   21,000 

高岡西部地区に、住民の利便性向上及び市民との協働による魅力あるまちづ

くりを推進するため、防災広場を兼ね備えた地区住民の交流の場・地域活動の

拠点となるコミュニティ施設を整備します。 

 

【事業内容】 

・用地取得事務委託 

・地質調査 

 ・建物実施設計 

○新○重 

ボランティア研修バ

ージニアビーチ派遣

事業 

 

市民部 

〈地域コミュニティ課〉

 

ボランティア都市 

 

7,877  

 

  

市民活動やボランティア活動に対する市民の意識の醸成を図るため、ボラン

ティア先進都市である米国バージニアビーチ市へ市民訪問団を派遣します。 

 

【派遣先での活動予定】 

・ボランティア活動の視察 

・国際災害ボランティア会議への参加 

 

  



重点目標１－１ 市民が主体の住民自治のまち 

事 業 名 
事業費 

（前年度） 
説   明         （単位：千円）

  

協働アセスメント機

関運営事業 

 

市民部 

〈地域コミュニティ課〉

 

 

 207  

(290) 

「市民と行政との協働のルールブック」に基づき、協働アセスメント機関を

設置し、協働事業の評価、ルールの改善に取り組みます。 

 

【協働アセスメント機関が担う役割】 

・協働事業の評価 

・ルールの見直し 

○重   

市民活動支援基金積

立・活用事業 

 

市民部 

〈地域コミュニティ課〉

 

ボランティア都市 

 

15,271  

(6,856) 

「市民活動支援基金」は、市民活動推進条例に基づき設置しており、寄附者

の高邁な精神を評価するため、基金に寄せられた寄附金に、市が同額を上乗せ

して積み立てます(マッチングギフト方式）。この基金を活用して、ボランティ

ア活動等の市民活動を財政面で支援します。 

 

（単位：千円） 

 平成19年度 平成20年度 平成21年度

基金積立額(当初予算額) 2,294 3,356 5,610 

活用事業額(当初予算額) 4,000 3,500 9,661  

○重   

市民活動センター運

営事業 

 

市民部 

〈地域コミュニティ課〉

 

ボランティア都市 

 

 26,000  

(27,000) 

 

 

ボランティア活動等の市民活動を総合的に推進する拠点である「市民活動セ

ンター」を、指定管理者である市民活動団体が管理運営し、市域の市民活動の

活性化を図ります。 

○重   

市民活動保険運営事

業 

 

市民部 

〈地域コミュニティ課〉

 

ボランティア都市 

 

 4,000  

(4,950) 

市民が、安心してボランティア活動や市民活動に参加できるように、市が保

険料を負担し、活動中に不慮の事故や災害にあった場合、保険金が給付される

「市民活動保険」(傷害保険・賠償責任保険)を運営します。 

 
○保険対象者：市内在住・在勤・在学者又は市民活動センター登録団体会員 
○保険の対象となる活動 
・日本国内での活動であり、活動が継続的・計画的に行われていること 
・無報酬で行っていること(交通費など実費支給は無報酬とみなす) 
・営利を目的とする活動ではなく、広く公共の利益を追求する自発的な活動
であること 

・自助的・懇親目的の活動や特定の政治・宗教と関わる活動でないこと 

○重   

みやざき市民活動フ

ェスティバル事業 

 

市民部 

〈地域コミュニティ課〉

 

ボランティア都市 

 

 1,500  

(1,800) 

宮崎市内の市民活動の底辺を拡大するために、きっかけづくりの機会を提供

する場として、市民活動を広く紹介するフェスティバルを宮崎市民プラザ全体

を使って開催します。 

 

 18年度 19年度 

参加者人数(延べ人数) 4,000人 5,000人 

                     ※平成20年度は3月実施 

〈過去の実施内容〉 

講演会／音楽やダンスのステージ発表／団体企画による分科会等 
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重点目標１－１ 市民が主体の住民自治のまち 

事 業 名 
事業費 

（前年度） 
説   明         （単位：千円）

○新○政 

市民活動推進基本方

針作成事業 

 

市民部 

〈地域コミュニティ課〉

 

 

 656  

 

宮崎市市民活動推進条例に基づき、市民活動の推進に関する施策を総合的か

つ計画的に実施するための「宮崎市市民活動推進基本方針」を見直し、新しい

指針を作成します。 

○重   

災害ボランティアコ

ーディネート事業 

 

市民部 

〈地域コミュニティ課〉

 

ボランティア都市 

 

 400  

(430) 

災害時に、災害ボランティア本部や活動拠点で被災者とボランティアをつな

ぐ役割を担う「災害時救援ボランティアコーディネーター」を養成します。 

 

【災害時救援ボランティアコーディネーターの役割】 

・被災者ニーズの受付 

・ボランティアの受付 

・被災地の状況把握・分析 → 被災者のニーズについて情報発信 

・行政や自主防災組織など関係機関との連絡調整 

   

ＮＰＯオフィス支援

対策事業 

 

市民部 

〈地域コミュニティ課〉

 

 

 360  

(1,080) 

市民活動団体が中心市街地に活動の拠点を設ける際、家賃を補助することに

より、団体の財政的支援と中心市街地の活性化を図ります。 

 

【対象】19年度交付決定団体 

【内容】中心市街地に事務所または窓口を構える際の家賃補助 

・補助期間  最長1年 

・補助率 家賃の2分の１以下かつ上限月額3万円 

 

地域のまなび舎支援

事業 

 

市民部 

〈地域コミュニティ課〉

 

 

1,800  

(1,800) 

各地区自治公民館連絡協議会が実施する伝統芸能伝承や農業体験、自然体

験、スポーツ体験など、子どもを含めた異世代交流学習活動を支援することに

より、地域の教育力の向上と地域コミュニティ活動の活性化を図ります。 

 

・補 助 対 象  各地区の自治公民館連絡協議会 

・補 助 割 合  事業費の3分の2 

・補助上限金額  200 

                       
 

自治公民館活動推進

事業 

 

市民部 

〈地域コミュニティ課〉

 

 10,840  

(11,190) 

 
宮崎  10,255 

佐土原  335 

田野   125 

高岡   125 

地域におけるコミュニティ活動の拠点である自治公民館に対し、運営費を支

援することにより、組織の活性化を図るとともに、地域コミュニティづくりを

推進します。 

 

【事業内容(主なもの)】 

(1)単位自治公民館運営費補助金(247館)       8,645 

[1館あたりの補助金額：35] 

(2)各地区自治公民館連絡協議会運営費補助金(17地区)  680 

(3)宮崎市自治公民館連絡協議会運営費補助金         1,357 
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重点目標１－１ 市民が主体の住民自治のまち 

事 業 名 
事業費 

（前年度） 
説   明         （単位：千円）

○重     

地域協議会管理運営

事業 

 

市民部 

〈地域コミュニティ課、

6地域センター〉 

 

ボランティア都市 

 

 14,225  

(12,863) 

16の地域自治区において年8回程度地域協議会を開催し、市や市の関係機関

に対し意見を述べたり、地域の課題解決に向けての協議を行います。 

 

平成20年度 地域協議会委員定数(総数)  296人 

 

【事業内容】 

地域協議会 費用弁償 事務費 合計 

中央東地域協議会ほか8 4,548 1,797 6,345

赤江地域協議会ほか6 4,092 3,788 7,880

合 計 8,640 5,585 14,225 

      

地域事務所管理運営

事業 

 

市民部 

〈地域コミュニティ課〉

 

 27,065  

(24,779) 

中央東、中央西、小戸、大宮、東大宮、大淀、大塚、檍、大塚台・生目台 

の9つの地域事務所の管理運営を行います。 

 

【事業内容(主なもの）】 

(1)委託費     5,765 

清掃業務、機械警備業務、自動ドア保守点検等 

(2)使用料・賃借料 8,170 

FAX・複写機等事務機器リース、東大宮地域事務所駐車場用地借上等 

(3)光熱水費    3,731 
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重点目標１－１ 市民が主体の住民自治のまち 

事 業 名 
事業費 

（前年度） 
説   明         （単位：千円）

     

自治会活動の支援 

 

市民部 

〈地域コミュニティ課〉

 

 207,125  

(207,323) 

 
宮崎  159,633 

佐土原 40,902 

田野   4,839 

高岡   1,751 

 

住民の自主的な組織である自治会に対し、その活動を支援するため助成を行

うとともに、自治会の活性化に向けた取り組みを行います。 

 

【事業内容(主なもの）】 

 (1)自治会補助金(493自治会)             139,400 

一世帯あたりの補助金額：1,700円(82,000世帯) 

(地域環境美化活動補助金200円を含む) 

○通常補助金        123,000 

・地域環境美化活動補助金  16,400  

 

 (2)自治会連合会運営費補助金             12,057 

○運 営 費        5,642 

○研 修 費           3,015 

○地区連合会活動費        3,400 

 

 (3)自治会加入促進事業                        329 

一世帯増加につき 500円補助 

 

 (4)市民一斉清掃啓発事業          2,250 

○運営費補助        1,650 

○広 告 費          600 

 

 (5)佐土原行政連絡員事業          39,873 

田野行政連絡員事業           4,389 

高岡行政連絡員事業           1,396 

 

○重   

地域コミュニティ再

生シンポジウム開催

事業 

 

市民部 

〈地域コミュニティ課〉

 

ボランティア都市 

 

283  

(2,500)  

 

住民主体のまちづくりをさらに推進するため、地域コミュニティの再生と

活性化について市民が学び、考える「地域コミュニティ再生シンポジウム」

を開催します。 

 

【内容】 

・ 地域コミュニティ活動交付金を活用した地域づくりの取り組みの紹介 

・ パネルディスカッション               など 

○新○重   

まちづくりサポート

事業 

 

市民部 

〈地域コミュニティ課〉

 

ボランティア都市 

 

28,000  

 

地域自治区を単位とした住民主体のまちづくりを推進するため、地域が独自

に取り組む人材育成事業への助成や、事務局体制への支援を行うほか、地域の

まちづくりリーダー育成のためのワークショップを実施します。 
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重点目標１－１ 市民が主体の住民自治のまち 

事 業 名 
事業費 

（前年度） 
説   明         （単位：千円）

○新○重  

地域コミュニティ活

動交付金事業 

 

市民部 

〈地域コミュニティ課〉

 

ボランティア都市 

 

 79,862  

 

地域コミュニティ税の全額を、地域コミュニティ活動交付金として地域に

交付します。この交付金は、地域まちづくり推進委員会が実施する、地域の

課題解決の取り組みの財源として活用されます。 

   

【交付額】 

地域コミュニティ税の全額を交付します。 

【事業内容】 

各地域自治区地域協議会・合併特例区協議会のもと、それぞれの地域の

地域まちづくり推進委員会が、地域の課題のための取り組みを実施します。 

【使途の明確化】 

市民と行政で構成する「地域コミュニティ税使途研究会」で、適正で効

果的な使途のあり方を研究するとともに、地域の実状にあわせて使途のル

ールを改善します。 

【透明性の確保】 

市民による「地域コミュニティ税評価委員会」で、地域コミュニティ活

動交付金を活用した取り組みを検証・評価しながら、より効果的なまちづ

くりについて研究します。 

    

自治公民館洋式トイ

レ改修事業 

 

市民部 

〈地域コミュニティ課〉

 

 

 3,500  

(4,500)  

 

地域コミュニティ活動の拠点となる、自治公民館の利便性を高めるため、 

自治公民館内のトイレを、和式から洋式へと改修する費用に対する補助を行い

ます。 

 

・トイレ改修費補助  補助率 60/100 
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重点目標１－１ 市民が主体の住民自治のまち 

事 業 名 
事業費 

（前年度） 
説   明         （単位：千円）

 

自治公民館建設費補

助事業 

 

市民部 

〈地域コミュニティ課〉

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 73,128  

(90,544) 

 
宮崎  60,000 
佐土原 9,540 
田野  1,738

高岡   1,850 
 

 

地域のコミュニティ活動の拠点となる自治公民館の用地取得費、建設費(新

築）、増改築費、空調機器等設置費等の補助を行います。 

【宮崎】 

・用地取得費補助  補助率 80/100 上限面積  400㎡ 

・建設費補助   補助率 60/100 上限面積  200㎡ 

・増改築費補助   補助率 40/100 上限金額   6,000 

・空調機器等補助  補助率 50/100 上限金額   1,000 

・借家料補助   補助率 50/100 上限金額    420 

〔平成21年度予定〕 

・用地取得費補助  補助金額 41,600( 2館) 

・建設費補助   補助金額 14,400( 1館) 

・増改築費補助   補助金額  3,130( 5館) 

・借家料補助   補助金額    870( 3館) 

○政【佐土原】 

・建設費補助  補助額 50世帯未満       6,840 

50世帯以上100世帯未満 9,405 

 100世帯以上      11,970 

・備品購入費補助  補助額              135 

・改 造 補 助   補助額              200 

〔平成21年度予定〕新市建設 

・建 設 費 補 助  補助金額 9,540(1館)(備品含む) 

 

【田野】 

(自治公民館) 

・用地取得費補助  補助率 50/100 上限面積 建坪の5倍 

・建設費補助   補助率 60/100 

・環境整備及び安全防護施設整備補助 

補助率 50/100 上限金額 300 

・自治公民館撤去費 補助率 50/100 上限金額 300(従前敷地での建替時)

(運動場) 

・取得造成補助    補助率 30/100 上限金額 200 

・安全防護施設整備補助 補助率 30/100 上限金額 200 

〔平成21年度予定〕 

・建設費補助(改築) 補助金額 1,460(4館) 

・環境整備補助   補助金額  278(1館) 

【高岡】 

・用地取得費補助  補助率 32/100 

・建設費補助   補助率 60/100 上限金額 15,120 上限面積200㎡

・増改築費補助   補助率 30/100 

・広場整備・環境整備補助  補助率 40/100 

・冷暖房設備補助  補助率 50/100 

・有線放送整備補助 補助率・・新設60/100、増設50/100、修繕40/100

〔平成21年度予定〕 

・環境整備補助   補助金額    400(2館) 

・冷暖房設備補助   補助金額  1,350(2館) 

・有線放送整備補助  補助金額   100(2館) 
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重点目標１－１ 市民が主体の住民自治のまち 

事 業 名 
事業費 

（前年度） 
説   明         （単位：千円）

 

合併特例区交付金 

 

市民部 

〈地域コミュニティ課〉

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 151,574  

(164,131) 

 
佐土原 73,541 
田野  46,353 
高岡  31,680 

 

 

合併後の 5 年間、それまでの佐土原町・田野町・高岡町の区域を単位として

合併特例区を設置し一定の事務を処理することにより、当該事務の効果的な処

理や住民生活の利便性の向上を図り、新市の一体性の円滑な確立を目指します。

 

○合併特例区の主な事業 

 

 佐土原町 田野町 高岡町 

コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ 

・自治会活動支援 

・地域づくり協議会支援

・合併特例区広報事業 

・町人会に関すること 

・有縁交流事業 

 

 

 

・自治公民館（自治会）

活動支援 

・まちづくり協議会支援 

・合併特例区広報事業 

・町人会に関すること 

・姉妹町交流事業 

 

・自治公民館（自治会）

活動支援 

・地区連絡協議会支援 

・合併特例区広報事業 

・世代を結ぶ活動推進 

事業 

・郷人会に関すること 

イ
ベ
ン
ト 

・健康ふくしまつり 

・サマーフェスティバル

in一ツ瀬 

・佐土原夏祭り 

・春の特産まつり 

 

・健康福祉まつり 

・太鼓フェスティバル 

・春の芸能まつり 

・ふるさとまつり 

 

 

・天ヶ城開門まつり 

・天ヶ城さくらまつり 

 

 

 

文
化
伝
統 

・佐土原藩士歴史交流 

事業 

・佐土原町伝統的工芸品

保存事業 

 

・雨太鼓保存 

 

 

・民俗芸能保存 

 

 

 

 

公
の
施
設
の
管
理 

・佐土原地区公民館 

・那珂地区公民館 

・地域福祉センター 

 

 

・田野町農村環境改善セ

ンター 

・田野町伝承芸能館 

 

 

 

 

  

場外馬券売場周辺環

境整備事業 

 

市民部 

〈地域コミュニティ課〉

 

1,727  

(2,500) 

 
田野 1,727 

場外馬券売場周辺の住民自治の振興を図るため、田野地区における環境整備

事業を支援します。 

 

【補助対象事業】 

①公共的施設の建設や付帯する設備の整備など地域の振興に寄与する事業 

②住民活動による地域コミュニティの活性化に寄与する事業 
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重点目標１－１ 市民が主体の住民自治のまち 

事 業 名 
事業費 

（前年度） 
説   明         （単位：千円）

 

場外車券売場周辺環

境整備事業 

 

市民部 

〈地域コミュニティ課〉

 

 

 10,000  

(10,000) 

場外車券売場周辺の地区住民が自ら実施する地区環境整備事業や地域活性化

のための事業を支援します。 

 

【補助対象事業】 

①交通安全・防犯及び青少年の健全育成に係るもの 

②河川浄化運動、地域美化運動などの環境・景観保全に係るもの 

③地域コミュニティの活性化や公共的施設の建設など地域の振興に寄与 

するもの 

【過去の実施事例】 

・自治公民館の増改築・備品の購入など 

 

宮崎シーガイアジョ

ギング・ユニファイド

大会助成事業 

 

観光商工部 

〈観光課〉 

市民部 

〈住吉地域センター〉 

 

 

 1,505  

（1,672) 

昭和 58 年に住吉地区のフェニックス健康ジョギング大会として始まったも

ので、ユニファイド部門の新設により参加者が増え、人気のあるジョギング大

会として発展しています。本大会を支援することにより、福祉の心の醸成を図

りながら、社会体育の振興に寄与するとともに、愛着と誇りの持てる地域づく

りを推進します。 

【主な事業内容】 

・大会開催補助（運営費、印刷費、通信費、歓迎費） 

・大会開催日：平成21年4月29日（祝） 

 

 

AOSHIMA サマーフェ

スティバル開催事業 

 

観光商工部 

〈観光課〉 

市民部  

〈青島地域センター〉

 

5,400  

(6,000) 

青島海水浴場周辺を会場として様々なイベントや観光情報の発信を行い、青

島地域の活性化と集客を図ります。 
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【事業内容】 

・実施時期：7月中旬 

・場  所：青島海水浴場、国民宿舎跡地 

・内  容：ライブコンサート、ビーチバレーボール大会など 

 

議会広報事業 

 

 

〈議会事務局〉 

 

 

2,994 

（4,800） 

より開かれた議会の実現と議会活性化に資するため、インターネットを使っ

て、議場から議会を放映します。 

              

 

市議会の運営 

 

〈議会事務局〉 

 

 

107,269 

(115,714) 

 

効率的な議会運営を推進するため、下記の活動を行います。 

  

 主なもの 

  (1)定例会の開催 年4回（6月・9月・12月・3月） 

  (2)常任委員会等調査活動              23,557 

     常任委員会・・・総務財政委員会         

             文教民生委員会 

             建設企業委員会 

             市民経済委員会 

  (3)政務調査活動                  44,160 

 

 



重点目標１－１ 市民が主体の住民自治のまち 

事 業 名 
事業費 

（前年度） 
説   明         （単位：千円）

第45回衆議院議員総選挙を行います。  ○新○政 

衆議院議員総選挙事

業 

 

〈選挙管理委員会事

務局〉 

 

 

66,500 

   

  

 

 

・選挙の種別と定数  

 小選挙区選出議員選挙 宮崎県第1区 1人  

  比例代表選出議員選挙  

  最高裁判所裁判官国民審査 

 

                   
   

 

○新○政     

市長選挙事業 

 

〈選挙管理委員会事

務局〉 

・任期 
4年   

・有権者数         

  一般 298,337人（H20.12.2現在）

在外    183人（H20.12.2現在）

・委託金 
  120,000 

 （うち人件費分 53,500） 

 

 

71,104  

 

 

平成22年2月5日任期満了に伴い、市長選挙を行います。 

 

・任期     4年  

・有権者数   298,337人（H20.12.2現在） 

 

○新○政   

宮崎市南部土地改良

区総代選挙事業 

 

〈選挙管理委員会事

務局〉 

 

 

 

220 

 
 

 平成21年4月24日任期満了に伴い、宮崎市南部土地改良区総代選挙を行い

ます。 

 

・総代数    41人 

・任期     4年 

・有権者数   1,150人（H20.4.1現在） 

 

 

○新○政  

佐土原町土地改良区

総代選挙事業 

 

〈選挙管理委員会事

務局〉 

 

185  

 

 

平成22年2月12日任期満了に伴い、佐土原町土地改良区総代選挙を行いま

す。    

 

・総代数    30人 

・任期     4年 

・有権者数   632人（H20.4.1現在） 
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重点目標１－１ 市民が主体の住民自治のまち 

事 業 名 
事業費 

（前年度） 
説   明         （単位：千円）

○新○政 

期日前・不在者投票

システム管理費 

 

〈選挙管理委員会事

務局〉 

 

3,624  

 市内10箇所の期日前・不在者投票所のいずれでも期日前・不在者投票ができ

るように導入したシステム機器を更新し、今後5年間のリースを行います。 

   

 

○新○政   

国民投票名簿システ

ム構築事業 

 

〈選挙管理委員会事

務局〉 

 

10,367  

 

 

 憲法改正手続きとして、平成 22 年 5 月から施行される国民投票制度に対応

した国民投票用投票人名簿を作成するシステムの構築を行います。 

 内容は、本制度の施行に向けて本市のホストコンピュータ改修及び国民投票

用期日前投票システム改修です。 

 この構築事業は2ヶ年にまたがる事業で、事業総額予定は15,950千円です。

【国民投票の投票人名簿に登録される者】 

登録基準日において住民基本台帳に記録されている満18歳以上の者 

登録基準日翌日から14日以内に住民基本台帳に記録された満18歳以上の者

 登録基準日において在外選挙人名簿に登録されている者 

 国民投票の告示日から登録基準日までに在外投票人名簿の登録申請をした者

 
     

選挙啓発事業 

 

〈選挙管理委員会事

務局〉 

 

1,544  

  （1,715） 

公職選挙法第6条に基づく選挙に関する常時啓発、周知等を図るために、明

るく正しい選挙の推進や投票総参加を目指した啓発活動を行います。 

【事業内容】 

 ・明るい選挙ポスター書道作品展 

 ・宮崎市明るい選挙推進大会 

 ・わけもんの主張（有権者意見発表会）作文募集 

 ・白ばら旗争奪小学生ソフトボール大会 

 ・若年層向け啓発ちらし配布（新成人・高校卒業予定者） 

 ・選挙啓発広報紙発行 

 ・自治公民館、公立公民館等にポスター投票率表の掲示 

 ・選挙啓発標語募集 
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